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１．はじめに	 	 

	 交通政策基本法の施行以前から，地域交通の維持・活性化・新たな移動手段の形については，地方公共団体

とくに市町村が主体的に地域交通に関する計画策定や提案を行うこと，住民と行政の協働による計画づくりな

どまちづくりと一体的に実施し，様々な実践が地域で行われている．その手段として，地域住民と行政が連携

しながら計画づくりから運行に至るまで模索する実践事例が増え，その支援制度や手法などニーズはますます

高くなっている．この研究では，地域交通づくりの実践課程の中で，現場で度々議論される利用層の特定につ

いて，アンケートによる集計分析を通じて，地域の中でのモビリティグループについて整理・報告をする．	 

	 

２．調査の概要	 	 

	 本研究で対象とした地区は，バスを中心とした地域交通の活性化と再編を目的とした地区である．地勢的に

は三方を山に囲まれ川沿いに集落が広がっている地区で，９集落で構成された 1294 世帯（人口 3149 人）の町

である．現在は各集落と主要駅を結ぶ路線バスが運行している．今回は地域で結成された交通勉強会での議論

をもとに，16 歳以上の自治会会員（対象人口 2704 名）に対して移動・交通に関するアンケート調査を実施し

た．内容は，1)自治協議会の協力のもと，町内の自治会各世帯に家族分を配布，2)調査内容は日常の移動手段・

時間帯・具体的な場所について集計できることを念頭において調査票を設計した．設問項目として，1)個人属

性（性別，年齢，職業，居住地区，同居家族数，運転免許保有，最もよく利用する交通手段，自動車での送迎

状況），2)日常の外出状況（外出目的，通院先や食料品・衣料品の購入先），3)路線バスの利用状況（路線バス

の利用頻度，路線バスを利用する時の目的および利用先，他の交通手段への乗換），および 4)路線バス利用に

あたっての実態および希望（移動に関する困りごと・心配ごと，最寄りのバス停まで歩いて行くことは可能か，

移動や交通であなたが望むこと）について設問をした．	 

	 その概要として，町全域で 1548 人，対象となった 16 歳以上の 57%の町民から有効な回答が寄せられた．ま

た，女性の回答数が比較的多いこと，および 50 代以上の回答数が多い特徴となった．その他，世帯あたりの

同居家族数は 4.0 人，会社員・主夫・主婦の割合が高い，77%が免許保有者で家族の誰かを送迎している 464

人に対して，していないと答えた数は 972 人であった．	 

	 

３．モビリティグループの定義	 	 

	 実施した調査結果をもとに移動手段の再整理を行った．そのポイントとして，免許を持っており自分で気軽

に自動車が運転できること，免許保有者でも必ずしも自動車を運転していないこと，免許非保有でそれぞれ移

動レベルが違うのではないかという観点から，アンケート調査結果を手段ごとのグループとして再集計し，以

下のグループに分けて集計をした（図１，図２）．その結果以下のようなグルーピングと構成になった．	 

	 	 ※グループＡ：自分で自動車を運転するグループ	 

	 	 ※グループＢ：免許は持っているが自分で自動車を運転するわけではないグループ	 

	 	 ※グループＣ：免許を持っていないグループ	 

	 	 ※グループＤ：よくわからないグループ（一部未回答など）	 

	 	 ※構成割合（人数）は，Ａ：Ｂ：Ｃ：Ｄ＝９８８：１３９：３３２：５２である．	 

	 つぎに，自動車利用以外のグループＢ〜Ｄ以外の利用交通手段をまとめると送迎が一番多く，ついでバス	 
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となっている．よって，町の 15 歳以上人口の 65%は自分で自動車を運転して移動しており，それ以外の 35%

のうち，18%(86 名)がバスのユーザーである(図３)．とくに当該地区は送迎の割合が多く，バスへの転換をす

るためには，バス路線の増設だけでなく，利用促進やバスの理解など地域での取組みも重要な位置づけがある

と言える．さらに，世帯構成と利用交通手段の関係は，一人暮らしをされている方は公共交通利用の割合が高

く(19 人)特徴がある(図４)．	 

	 

	 	 	 	 	 	 図１	 移動グループの構成	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図２	 移動グループの割合(N=1511)	 

	 

	 

	 	 	 	 図３	 自動車運転以外の移動手段(N=465)	 	 	 	 図４	 世帯構成と交通手段の関係(N=1429)	 

４．考察	 	 

	 実施した調査の現状および課題をさらに整理すると以下の通りとなった．	 

１）今回バス利用が見込める層として，自動車に乗らない・乗れない方たち，現在バスに乗っている人たち，

とくに一人暮らしの方が該当した．とくに，地域内では家族に送迎されている方が最も多く，次にバス

利用が多い結果であったことや今回の調査では高齢者層でその傾向が著しかった．よって，バスは自動

車の代替手段となりうる可能性もあり，路線バスの見直しはこれらの層を需要層として考えた．	 

２）その他知見として，歩ける距離で近くにバス停のある被送迎者は 118 名いること，送迎利用者は買物が

少ないこと，歩行困難のある人は近くにバス停があっても困難があること，一人暮らしの方はバスが重

要な交通手段であることが判明した．バスの再編にあたっては、この課題を克服することが求められる。	 

３）この結果を用いた実践として，バス事業者・地域・行政とで社会実験を実施したが，乗降結果は必ずし

も芳しいものではなかった．送迎利用者が送迎を受ける理由として，バス停が近くても利用できない層

も見受けられ，今後の高齢化の進展を考えると，歩行困難な方達の移動手段，場合によっては自主運行

や細い道の通行についても検討を深めて行く必要があることが実践の課程で判明した．この地域ではこ

れらの知見をさらに活用した実践を展開しており，地域に適した形で無理のない範囲の地域交通づくり

の展開を目指しながら進展させている．	 
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